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 我が国では、これまで様々な自然災害が発生し、その度に甚大な被害がもたらされてきた。気候変

動によって発生する災害や近い将来発生が危惧されている災害から子どもの命を守ることは、学校現

場の喫緊の課題である。中でも災害時要支援者である障害のある子ども達の命と安全を守るためには、

一層きめ細かな対策が求められる。本研究では、山口県内の特別支援学校の学校防災に関わる分掌担

当者を対象に、災害安全の校内体制整備と防災対応の実態についてアンケート調査を行い、課題点を

検討した。県内の特別支援学校では、災害安全に関わる危機管理マニュアルに基づいて PTA や消防署

等との連携や定期的な避難訓練が実施されていた。一方、学校近隣地域や医療機関との連携、災害時

の心のケア体制、災害安全に関する校内研修の内容に課題がみられた。県内の特別支援学校の災害安

全の取組状況を踏まえて、センター的機能として期待される役割について言及した。 

問題の所在と目的 

 我が国では、1995年の阪神・淡路大震災、2004年の新

潟県中越地震、2011年の東日本大震災、2016年の熊本地

震、2018 年の西日本豪雨と数々の大規模な災害に見舞わ

れてきた。直近では、2024年にマグニチュード7.6、震度

７の非常に激しい揺れを観測した能登半島地震が発生し、

甚大な被害が引き起こされた。その復興の最中に記録的

な豪雨に見舞われ、地震の影響で地盤が緩んでいること

も影響しての土砂崩れが発生し、さらなる被害がもたら

された。加えて、近い将来に発生が危惧されている南海ト

ラフ巨大地震に関しては、2024年 8月に南海トラフ地震

臨時情報が出されたことが記憶に新しい。我々は、首都直

下型地震や南海トラフ巨大地震、頻発化・激甚化する豪雨

等による風水害や土砂災害等の計り知れない自然災害の

リスクに直面（山口県教育委員会，2024）している。 

 自然災害が発生する度に浮き彫りになるのは、「災害弱

者」と称される高齢者や障害者等の支援や配慮を要する

人々の問題である。東日本大震災では、総人口に占める死

亡率が 1.03％であったのに対し、障害者の死亡率は

2.06％と高い死亡率であった（日本障害フォーラム，

2013）。このため、国は2013年に災害対策基本法の一部を

改正し、防災対策における障害者等の「要配慮者」に対す

る措置の重要性から、市町村に災害時の避難行動に特に

支援を必要とする避難行動要支援者について名簿を作成

することを義務付けた。しかしながら、西日本豪雨でも 

障害者等に被害が集中し、2021 年の同法の改正では、円

滑かつ迅速な避難を図るために市町村に個別避難計画の

作成を努力義務として求めることとした。このように障

害者等の要配慮者への対策が進められているものの根本

的な解決には至っていない。中日新聞（2024）やNHK防災
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（2024）によると能登半島地震においても自閉症や知的

障害のある人々が一般の避難所での生活が困難な状況に

あることが報道されている。彼らの中には被災した状況

を理解できず、日常生活リズムを含めた環境の変化に混

乱し、避難所の環境になじめず、被災した自宅で生活した

り車中泊を続けたりしているケースや、環境の変化を受

け止められず精神的に不安定になるケースが報告されて

いる。また、他の障害種については、必要な医療物資や衛

生用品等の物品の不足が問題となっていた。 

学校教育現場に目を向けると、障害のある児童生徒等

が在籍する特別支援学校では、小・中学校等で実施されて

いる安全体制整備に加えて、特別支援学校の特性と在籍

する児童生徒等の障害特性に応じた対策が求められてい

る。文部科学省（2018）は、「学校防災マニュアル（震災・

津波被害）作成の手引き－地域性を反映した学校独自の

マニュアルづくり－」の中で、障害のある児童生徒等は、

自分の身を守り、避難する等の行動をとる際、様々な困難

が予想されるとして、一人一人の予想される困難を理解

し、家庭等と連携しながら必要な支援体制と対応計画、物

品等の準備を行う必要があると言及している。 

山口県では、大規模災害として南海トラフ巨大地震や

大竹断層等による地震、高潮による被害（山口県教育庁学

校安全・体育課，2015）が想定されている。高潮に関して

は、25年前の 1999年に上陸した台風第 18号が、冠水や

浸水の被害をもたらしている。また、国土交通省砂防部

（2024）によると、山口県は土砂災害危険箇所の多い地域

として全国第５位と上位に位置づいている。こうした状

況を踏まると、山口県において災害リスクは皆無ではな

いことは明白である。気候変動によって発生する各種災

害や近い将来発生が危惧されている未曾有の大災害から

次世代の児童生徒の命を守るための学校現場の対策は喫

緊の課題である（柴田・田中・諏訪，2022）。災害安全に

備える校内体制と防災対応の取組状況を明らかにするこ

とは、来る災害への備えの重要性を再認識する上で意義

がある。 

本研究では、山口県内の特別支援学校における災害安

全に関わる校内体制整備と防災対応の取組の実態を明ら

かにし、課題点について検討することを目的とした。 

 

方法 

１．対象 

山口県内の特別支援学校（13 校）において学校防災に

関わる分掌を担当している教員13名。 

 

２．調査方法 

 アンケート調査を実施した。調査は、以下の手続きを経

た。まず指導教員である第二著者が対象校の学校長に本

調査の趣旨説明と協力依頼を行い、了解を得た。その上で、

第一著者が対象校の管理職と本調査対象者宛に依頼文書

とアンケート調査票を郵送した。 

 

３．調査期間 

20XX年11月に実施した。 

 
４．調査内容 

 質問項目の作成にあたっては、「学校防災マニュアル

（地震・津波災害）作成の手引き－地域性を反映した学校

独自のマニュアルづくり－」（文部科学省，2012）と「学

校の危機管理マニュアル作成の手引き」（文部科学省，

2018）を参考にした。質問項目は、①学校の属性（a.設置

学部と分校・分教室、b.在籍する幼児児童生徒の障害種

（複数回答））、②災害安全に関わる校内体制整備（a.担当

分掌及び連携している他の分掌（複数回答）、b.保護者や

地域の機関等との連携の有無と連携先及び連携内容（複

数回答）、c.災害安全に関わる指導を行う際の地域の機関

等との連携の有無と連携内容（複数回答）、d.災害時の心

のケアを行う体制の有無と対応メンバー（複数回答））、③

危機管理マニュアル作成時に参考にしているガイドライ

ン等の有無と留意点（複数回答）、④避難訓練の実施状況

（複数回答）、⑤災害安全に関わる校内研修の実施の有無

と研修内容（複数回答）、⑥災害安全に関わる地域の小・

中学校等への協力・支援の有無についてであり、いずれも

選択式で回答を求めた（ただし、「その他」を選択した場

合は、自由記述形式）。 

 
５．倫理的配慮 

 本調査の実施に当たっては、管理職には口頭と文書で、

回答者には文書で本調査の目的について説明した。調査

票には回答したくない項目については回答しなくてもよ

いこと、途中で回答を中断してもよいこと、本研究以外の

目的で得られた情報を使用しないこと、学校や個人が特

定される形で調査結果を公表しないことを明記した。上

述の事項を踏まえて本調査への協力が可能であると判断

した場合には、同封の承諾書に署名をしてもらうことで

調査への同意を得た。 
 
結果 

１．設置学部等と在籍する幼児児童生徒の主な障害種 

 設置学部等の状況について、13 校中全校に「小学部」

「中学部」「高等部」が設置されていた。このうちの２校

には、「幼稚部」が設置されていた。また、13校中２校に

は「分教室」、１校には「分校」が設置されていた。 

在籍する幼児児童生徒の主な障害種は、13 校中全校が

「知的障害」、７校が「病弱・身体虚弱」、６校が「肢体不
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自由」、４校が「聴覚障害」、２校が「視覚障害」であった。 

 
２．災害安全に関わる分掌と連携している分掌 

災害安全に関わる業務を担当している分掌について、

13 校中８校は「生徒指導部」「生徒部」「生活指導部」と

いった生徒指導に関わる分掌が担当していた。また、13校

中５校は、「保健安全部（課）」「保健体育部」といった防

災教育を含む安全指導に関わる分掌が担当していた。13

校中１校は、「総務部」と回答していた。 

災害安全に関わる分掌と連携している他の分掌には、

13 校中４校が「保健体育部」、３校が「教務部」、２校が

「生徒指導部」を挙げていた。 

 
３．災害安全に関わる保護者や地域の機関等との連携 

災害安全に関わって保護者や地域の機関等と「連携し

ている」と回答した特別支援学校は、13 校中全校であっ

た。 

連携している機関等として、13 校中全校が「PTA」、12

校が「消防署」、７校が「警察署」、５校が「自治会」であ

った。「自治体の防災担当局」と「学校医」は、それぞれ

３校が回答していた。「学校医」と回答した３校は、病弱・

身体虚弱の児童生徒が在籍している特別支援学校であっ

た。「放課後等デイサービス事業所」と回答したのは、２

校であった。「その他」と回答した３校は、「隣接する社会

福祉法人施設」、「学校運営協議委員の防災士」、「近隣の大

学」を連携先に挙げていた。一方、いずれの学校も連携し

ていなかった機関は、「近隣の商店」と「地域の医師会」

であった。 

 保護者や地域の機関等との連携内容について、13 校中

11校が「保護者との連絡方法の確認」、７校が「地域の避

難所等の確認」、６校が「避難所協力」、５校が「地域等の

特徴に応じた学校防災マニュアルの作成や検討」であっ

た。「地域・学校協働防災訓練」は２校、「学校医等と医療

体制の整備」は１校が回答したのみであった。「近隣の商

店等と災害発生時の物資提供等の協議」を挙げた特別支

援学校は見られなかった。 

 
４．災害安全に関わる指導を行う際の地域の機関等との

連携 

 災害安全に関わる指導を行う際に地域の機関等と「連

携している」と回答した特別支援学校は、13校中10校で

あった。 

連携内容について、10 校中５校が「災害安全教育・避

難訓練等に地域の人材を活用」、４校が「地域の過去の災

害や環境等を教材として活用」、２校が「地域の災害安全

に関する施設を教材として活用」を挙げていた。「その他」

（２校）として、「避難訓練における消防署による指導」、

「防災教育における気象台の方の出前講義」、「火災避難

訓練における隔年の消防署の来校」が挙げられた。一方、

「地域開催の災害安全に関する行事への参加」を行って

いる学校は見られなかった。 

 
５．災害時にストレス症状等が生じる児童生徒を想定し

た心のケアを行う体制の有無と対応メンバー 

災害時に心のケアを行うための体制を「整備している」

と回答した特別支援学校は、13校中８校であった。 

心のケアを行うメンバーとしては、８校中７校が「学級

担任」、６校が「養護教諭」、４校が「スクールカウンセラ

ー」を挙げていた。「保護者」と回答した特別支援学校は

１校のみで、「主治医」と回答した特別支援学校は見られ

なかった。 

 
６．危機管理マニュアル作成時に参考にしているガイド

ライン等の有無と留意点 

災害安全に関わる危機管理マニュアルの作成時に参考

にしているガイドライン等が「ある」と回答した特別支援

学校は、13校中12校であった。 

災害安全に関わる危機管理マニュアルの作成時に参考

にしているガイドライン等（図１）として、12 校中全校

が「第３次山口県学校安全推進計画」を、次いで11校が

「学校の危機管理マニュアル作成の手引き」を挙げてい

た。「危機管理・防災教育ハンドブック（改訂版）」と「学

校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライ

ン」はそれぞれ９校が、また、「学校防災マニュアル（地

震・津波災害）作成の手引き」は８校が参考にしていた。 

 

 
図１ 危機管理マニュアル作成時に参考にしている 

ガイドライン等 

 

危機管理マニュアル作成時における事前の危機管理や

防災対応に関わる留意点として（図２）、13校中 10校が

「障害特性に応じた避難経路の整備」を挙げていた。「保

護者との連携」、「医療ニーズに応じた使用物品等の検討」、
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「避難行動に必要な使用物品の検討」はそれぞれ８校が、

「実際の災害に近い環境での訓練」については７校が挙

げていた。一方、回答が少なかったのは、「医療機関との

事前協議」、「情報伝達方法の整備」（いずれも３校）、「突

発電気を使った医療機器等の試運転」、「登下校中の地震

発生を想定した準備」（いずれも２校）であった。 
 

 
図２ 危機管理マニュアル作成時における留意点 

 
７．避難訓練の実施状況 

避難訓練の回数について、13校中９校が「年３回」、２

校が「年２回」、２校が「年４回」であった。 

避難訓練で想定している災害は、13校中全校が「火災」、

12校が「地震」を挙げていた。「津波」と「土砂崩れ」は

それぞれ４校、「水害」は３校が挙げていた。「弾道ミサイ

ル発射」は、いずれの特別支援学校も実施していなかった。

「その他」（７校）としては、「保護者への引き渡し訓練」、

また、「地震＋火災＋引き渡し訓練」のように複数の内容

を組み合わせて実施している特別支援学校があった。 

 

 

図３ 避難訓練実施時の留意点 

 

避難訓練実施時の留意点について（図３）、13 校中 11

校が「危険回避の行動を練習する」、10校が「個別に情報

伝達する」を挙げていた。「簡潔な言葉や手話で見通しを

もたせる」、「簡潔な言葉や手話で状況を説明する」につい

ては、それぞれ９校が挙げていた。 

 

８．災害安全に関わる校内研修の実施状況と研修内容 

災害安全に関わる校内研修を「実施している」と回答し

た特別支援学校は、13校中12校であった。校内研修の実

施頻度は、12校中７校が「年１回程度」、３校が「年２回

程度」、１校が「年３回程度」であった。 

災害安全に関わる校内研修の企画・実施に関わってい

る主な分掌は、12校中７校が「保健体育部」「保健安全部

（課）」といった安全指導に関わる分掌、４校が「生徒指

導部」「生徒部」といった生徒指導に関する分掌であった。

「事務室」、「寄宿舎」は、それぞれ１校が挙げていた。 

校内研修で取り上げている内容（図４）について、12校

校中全校が「AEDを含む心肺蘇生法等の応急手当」を挙げ

ていた。次いで６校が「マニュアルに基づく防災避難訓

練」、４校が「児童生徒等の引き渡し等の方法」を挙げて

いた。一方、「災害時の児童生徒等の心のケアに関するこ

と」、「災害安全教育の教材」、「災害安全教育の教育課程の

位置づけ」については、いずれの特別支援学校も取り上げ

ていなかった。 

 

 
図４ 災害安全に関わる校内研修で取り上げている内容 

 
９．災害安全に関わる地域の小・中学校等への協力・支援 

地域の小・中学校等に対し障害のある児童生徒を想定

した校内体制整備や災害安全教育に関する情報の提供に

ついては、13校中全校が「提供していない」と回答した。 

 
考察 

 本調査の結果を踏まえて、山口県内の特別支援学校の

災害安全に関わる校内体制と防災対応の実態と課題につ

いて考察する。 

１．災害安全に関わる校内体制の整備 

災害安全を担当している分掌について、13 校中８校が

生徒指導に関わる分掌を挙げており、県内の半数近くの

特別支援学校では、災害安全に関する業務を児童生徒へ

の指導・援助や問題行動の早期発見・対応、関係者等への
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その他

（校）
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連絡・調整を担う（文部科学省,2022a）分掌の中で取り扱

っていることがわかった。また、５校が保健体育や学校保

健に関わる分掌を挙げており、日常の健康管理や応急処

置、学校環境衛生等を担う分掌に位置づけられているこ

とがわかった。山口県教育委員会（2024）は、学校安全計

画を立案・実行していくためには、校内分掌において学校

安全に係る業務を位置づけることとしている。山口県の

特別支援学校には災害安全や防災に関して特化（あるい

は独立）した分掌を設けている学校はなく、既存の分掌の

中に位置づけていた。災害安全に関わる分掌と連携して

いるその他の分掌を尋ねたところ、生徒指導と安全教育

に関わる分掌が示されたことからも、これら２つの分掌

が中心となって災害を含めた学校安全に関わる業務を担

っていることがわかった。 

連携を図っている分掌として、３校の特別支援学校が

「教務部」を挙げていた。文部科学省総合教育政策局

（2019）は、防災を含む安全に関する教育については、児

童生徒等が安全に関する資質・能力を教科等横断的な視

点で確実に育むことができるよう、各教科等の安全に関

する内容のつながりを整理し教育課程を編成することの

重要性と、その際にカリキュラム・マネジメントの確立を

通じた系統的・体系的な安全教育を推進することを求め

ている。教務部と連携している特別支援学校においては、

上述の事項を踏まえた取組がなされているのではないか

と推測される。文部科学省総合教育政策局（2019）の学校

防災体制の強化に関する通知の趣旨を踏まえた実効性の

高い取組にしていくためには、関係分掌間の連携は必須

である。 

 

２．災害安全に関わる保護者や地域等の機関との連携 

自然災害等の防災に関わる取組においては、家庭や地

域、関係機関との連携・協働の必要性が強調されている。

山口県内では全ての特別支援学校が災害安全に関わる校

内体制の整備を行うにあたり、保護者や地域等の機関と

連携を図っていた。連携機関としては、全ての特別支援学

校が「PTA」を挙げていた。山口県教育委員会（2024）は、

学校安全の推進の施策目標の1つに「学校安全へのPTAの

参画」を掲げており、本調査の結果はそれを反映していた。

連携の具体として災害伝言ダイヤル、インターネット掲

示板等による「保護者との連絡方法」が最も多かったこと

からも PTA を含む保護者との連携が密になされているこ

とがわかる。特別支援学校に在籍する児童生徒等の居住

地域は、小・中学校に在籍している児童生徒とは異なり広

域である。だからこそ児童生徒等の安否確認や引き渡し

等の連絡を確実に行えるようにするために保護者との連

携が重視されていると言えよう。 

連携している外部機関としては「消防署」が最も多く、

次いで「警察署」が挙げられた。本調査において、災害安

全に関わる指導を行う際の地域の機関等との連携内容と

して「災害安全教育・避難訓練等に地域の人材を活用」が

挙げられていたこと、また、「その他」の回答に避難訓練

での消防署による指導や来校が示されたことからも、地

域の人材として消防署や警察署との連携が図られている

ことがわかる。 

一方、「自治会」と回答した特別支援学校は半数に満た

ず、また、いずれの特別支援学校も「近隣の商店」とは連

携していなかった。地域開催の災害安全に関する行事に

参加している特別支援学校が見られなかったことからも、

災害安全に関して学校周辺の近隣地域とのつながりが薄

いことがうかがえる。 

同じく連携先として少なかったのは、「学校医」であっ

た。学校医と連携している特別支援学校は、病弱・身体虚

弱の児童生徒が在籍している３校に留まっていた。また、

いずれの特別支援学校も「地域の医師会」とは連携してお

らず、災害安全に関わって医療機関とのつながりが薄い

ことがうかがえた。特別支援学校には、医療的ケアを必要

とする児童生徒が在籍しているため、災害時の医療体制

の整備は重要な点であるが、現状では医療に関わる備え

が不十分である。小山・田中・大鶴（2019）は、大分県内

の支援学校での防災教育の取組における地域との連携と

して、災害時に薬の提供や支援を受けられるように付近

の薬局に働き掛けた事例を報告している。 

特別支援学校に在籍している児童生徒等は、居住地域

を離れて学校所在地域へ通学している場合が多いため、

居住地域と学校所在地域の双方で地域との関係性が希薄

になる状況（池谷，2015）にある。このため、日頃から地

域に開かれた学校づくりを心掛け、地域と交流をもち、緊

急時に学校に目を向けてもらえるようにすることが大切

（佐藤，2012）である。災害安全に関わる保護者や地域等

との連携内容として「地域の避難所等の確認」、「避難所協

力」、「地域等の特徴に応じた学校防災マニュアルの作成

や検討」が挙げられた。地域との協働や避難所協力という

形で特別支援学校が地域に貢献することが、結果として

在籍児童生徒等の安全を守ることにつながると考えられ

る。 

 

３．災害時の児童生徒等の心のケアに関わる体制整備 

山口県内では、災害時における児童生徒等の心のケア

を行う体制を整備している特別支援学校は、13 校中８校

であった。子どもが災害に遭遇して強い恐怖を受けた場

合、その後の成長や発達に大きな影響をもたらすことが

あるため、心のケアは重要な課題となっている。被災した

障害者、特に環境の変化に対処することが苦手な自閉症

や知的障害のある人々が、心理的に不安定になっている
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状況が度々報道されている。障害のある子どもは、他の子

どもよりも多くの不安を抱える可能性が高いことを踏ま

えると、災害時に心のケアをどのように行うのか学校と

しても対応を検討しておくことが必要である。 

心のケアを行う体制を整備している特別支援学校での

主な担当者としては、「学級担任」と「養護教諭」が挙げ

られた。心理に関わる専門職としては、半数の特別支援学

校が「スクールカウンセラー」を挙げていた。日常的に児

童生徒の様子や変化を把握している学級担任を中心とし

ながら、ストレス症状の特徴の理解と適切な対応につい

ての専門性を有する養護教諭やスクールカウンセラーと

連携して支援を行うことが望まれる。文部科学省（2010）

は、児童生徒等の心のケア対策は、教職員の共通理解の下、

学校、家庭、地域社会が一体となって支援できる体制を整

え、平常時からの指導の重要性に留意して対応すること

が必要であるとしている。災害時に関わらず平素からの

心のケアの取組が重要視されているため、児童生徒等の

心のケアを安全管理の一環として捉え、危機管理マニュ

アルの中に位置付け（文部科学省，2010）、体制を整備し

ておくことが必要である。 

特別支援学校では、児童生徒等の実態によっては自立

活動の中で心理的な安定に関わる指導を行っている場合

がある。予期せぬ事態に混乱しやすい児童生徒等につい

ては、どのような支援や配慮がなされれば落ち着くこと

ができるのか等、個々の事例を集積し校内での心のケア

に生かすことができると良いと考える。 

 

４．災害安全に関わる危機管理マニュアルの作成 

 災害安全に関わる危機管理マニュアル作成時に参考に

しているガイドライン等があると回答した特別支援学校

は 13 校中 12 校であり、その全てが山口県教育委員会

（2024）の「第３次山口県学校安全推進計画」を挙げてい

た。本計画は、災害を含む学校安全に関する留意事項や推

進目標が網羅的にまとめられていることに加えて、令和

４年度に策定されたものであるが令和６年に改訂され最

新の情報が掲載されている。このため、災害を含む学校安

全の指針として活用されていることがうかがえる。次い

で参考にされていたガイドライン等としては、「学校の危

機管理マニュアル作成の手引き」（文部科学省，2018）を

はじめとする文部科学省が刊行しているハンドブックや

マニュアル、手引きであった。これらガイドライン等には、

障害のある児童生徒や特別支援学校に関する記載内容が

少ないため、各特別支援学校においては上述のガイドラ

イン等の基本事項を踏まえて在籍児童生徒等の実態を考

慮して危機管理マニュアルの作成に当たっていると推測

される。 

危機管理マニュアル作成時の留意点としては、「障害特

性に応じた避難経路の整備」をはじめ、「保護者との連携」、

「医療ニーズに応じた使用物品等の検討」、「実際の災害

に近い環境での訓練」が挙げられた。本調査では、「学校

防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」（文部

科学省，2012）と「学校の危機管理マニュアル作成の手引

き」（文部科学省,2018）を参考に調査項目を設定したため、

上述した回答の結果から、県内の特別支援学校では概ね

ガイドラインに示されている留意点を踏まえて作成して

いることがうかがえた。一方で、「登下校中の二次対応等

の検討」や「登下校中の地震発生を想定した準備」といっ

た学校外での対応を留意点に挙げた特別支援学校は少な

かった。学校外で災害が発生した際の対応については、先

行研究（野々村・金井・中野・白木，2016）では自力通学

している生徒への支援の達成率が低いことが報告されて

いる。藤井・松本（2014）は、児童生徒が居住してきた地

域を離れた際に、学区内の災害情報しか持ち合わせてい

ないのは災害リスクをむしろ高める可能性があると懸念

していることから、教職員がスクールバスによる送迎を

含めて登下校時に災害が発生したときの対応を予測立て

ておく必要がある。 

昨今は、特別支援学校の在籍児童生徒の多くが放課後

等デイサービス事業所を利用しているが、本調査では連

携先として放課後等デイサービス事業所を挙げている特

別支援学校は２校と少数であった。文部科学省（2018）は、

学校での安全管理において福祉や医療との連携の重要性

について言及しており、放課後等デイサービス事業所等

との連絡会議において災害時の連絡方法について確認を

しておくことの必要性を示している。児童生徒等の安全

を確保するためにも、あらゆる状況を考慮して学校外の

機関と連携を図ることが求められる。 

文部科学省・総合教育政策局男女共同参画共生社会学

習・安全課（2023）の学校安全の推進に関する計画に係る

取組状況調査（令和３年度実績）によると、危機管理マニ

ュアルの作成はほぼ全ての学校で行われており、見直し

についても 92％と高い割合で実施されている。また、危

機管理マニュアルに災害安全の内容を盛り込んでいる学

校は 97％と、こちらも高い割合となっている。一方で、

マニュアルが「実際の災害に役立つかどうか不安」である

（柴田・田中・諏訪，2022）と捉えている教員が存在する

ことから、対応に当たる教員の不安が解消されるような

具体性や実用性のあるマニュアルにしていくことが求め

られる。柴田・田中・諏訪（2022）は、防災マニュアルの

見直しに関わっている者が、管理職と防災担当教員に集

中していることを指摘している。災害時に対応するのは

教職員一人一人であるため、対応に当たる教職員がどの

ような点に不安や自信のなさを感じているのかを聴取し

て、マニュアルの見直しに反映させていくことが必要な
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のではないだろうか。こうした取組は、教職員一人一人の

防災に対する当事者意識を高めていくことにもつながる

と考えられる。 

 

５．避難訓練の実施状況 

避難訓練については、県内では「年３回」実施している

特別支援学校が最も多く、「年４回」実施している学校も

含めると消防法で義務づけられている回数（２回）特別支

援以上の実施率の高さであった。 

避難訓練で想定している災害として山口県内の全ての

特別支援学校が「火災」を、次いで「地震」を挙げていた。

一方、「土砂崩れ」や「津波」を想定した避難訓練を行っ

ていた特別支援学校はそれぞれ４校であった。この結果

については、特別支援学校の立地条件が影響していると

思うが、山口県土砂災害危険箇所の多い地域として全国

的に上位に位置づいていることを考慮すると、土砂災害

を想定した避難訓練の必要性は高いのではないかと考え

る。また、25年前の台風第18号による高潮被害では、「風

津波」と呼ばれる現象が発生していることから、津波によ

る水害が発生した際の避難の仕方についても学んでおく

必要があると思われる。 

避難訓練実施時の留意点で最も多かったのは、落ち着

いて危険回避行動をとる等の「危険回避の行動を練習す

る」であった。また、大半の特別支援学校が、知的障害が

ある児童生徒に個別に簡潔な指示をする等の「個別に情

報伝達する」、「簡潔な言葉や手話で見通しをもたせる」、

「簡潔な言葉や手話で状況を説明する」を挙げていた。す

べての障害のある児童生徒が身につける必要がある安全

確保のための危険回避行動の習得に加えて、知的障害の

ある児童生徒の状況理解やコミュニケーション上の困難

さを踏まえた対応、聴覚障害のある児童生徒の情報保障

が念頭に置かれていた。山口県内の全ての特別支援学校

には知的障害のある児童生徒等が在籍していることから、

彼らが安全かつ円滑に避難を行うことができるようにす

るための工夫を講じることが求められる。 

村上（2022）は、特別支援学校に通う生徒の実態は多様

であり、非常時に共助を行える生徒も多数存在すると言

及している。自身の命を守ることを基本としながらも、児

童生徒の実態によっては共助の意識を育てていくことも

大切ではないかと考える。 

避難訓練に関しては、定期的に実施されているがゆえ

に内容のマンネリ化（柴田・田中・諏訪,2022）が懸念さ

れている。地域の機関等と連携することでマンネリ化を

避ける工夫が必要である。 

 

６．災害安全に関する校内研修 

災害安全に関する校内研修は、13校中12校が実施して

おり、大半の特別支援学校で実施されていた。研修の実施

頻度は「年1回程度」が主であり、研修で取り上げている

内容で最も多かったのは「AEDを含む心肺蘇生法等の応急

手当」であった。災害安全に関わる校内研修の企画・実施

を担っているのは、保健体育や保健安全に関わる分掌で

あったため、この内容が中心に取り上げられているので

はないかと考えられる。その他取り上げられている内容

としては、「マニュアルに基づく防災避難訓練」、「児童生

徒等の引き渡し等の方法」が挙げられた。避難訓練や児童

生徒等の引き渡しは、災害安全の対策として定期的に実

施されている取組であるため、研修として知識やスキル

を深めているというよりは確認という意味合いで行われ

ているのではないかと推測される。一方、「災害時の児童

生徒等の心のケアに関すること」、「災害安全教育の教材」、

「災害安全教育の教育課程の位置付け」については、いず

れの特別支援学校も取り上げていなかった。藤井・松本

（2014）は、教職員向けの防災研修について多くの学校が

防災管理の研修に重点を置いており、教材や授業に関す

る研修を実施しているところはそれほど多くないことを

指摘している。山口県内の特別支援学校においても同様

の課題が示された。 

本調査では、災害安全に関する研修を実施していない

と回答した特別支援学校が１校存在した。各地域で発生

している様々な自然災害の被害を思い起こすと、障害の

ある児童生徒の命を守るためには災害安全に関する研修

は不可欠である。学校業務の多忙化等の事情により研修

の時間を設けることに難しさがあるのかもしれないが、

現状の見直しが求められる。 

 

７．地域の小・中学校等への情報発信 

 山口県内の全ての特別支援学校が、地域の小・中学校等

に対して障害のある児童生徒を想定した災害安全教育や

校内体制整備に関する情報等の提供は行っていないこと

が明らかとなった。山口県教育委員会（2021）が作成して

いる「危機管理・防災訓練実践集」には、幼稚園、小・中

学校及び高等学校での取組が紹介されているものの特別

支援学校の事例は紹介されていない。文部科学省（2022b）

は「第３次学校安全の推進に関する計画」の中で、学校に

おける安全に関する教育の充実として特別支援学校にお

ける安全教育の好事例の収集を示しているため、これに

ついては全国的な課題であると言えよう。 

山口県内の特別支援学校のHPを閲覧すると、保護者向

けに作成された避難訓練時の児童生徒の引き渡しマニュ

アルや防災リュック確認シート等を公開している学校が

ある。これらは、在籍児童生徒の保護者向けの資料として

公開しているものであるが、こうした取組も含めてこれ

まで各特別支援学校が整備・蓄積してきた災害安全に関
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わるノウハウや各種障害の児童生徒等への対応の工夫の

実践知を積極的に発信していくことが期待される。各特

別支援学校の実践知の発信・共有は、地域の小・中学校の

特別支援学級等で学ぶ障害のある児童生徒の災害安全の

取組の参考になり、これは特別支援学校のセンター的機

能としての役割を果たすものである。また、県内の各特別

支援学校が蓄積してきた実践知のノウハウを相互に共有

することは、特別支援学校の教職員の災害安全に関する

専門性を高めていくことにつながるのではないだろうか。 

 

８．今後の課題 

学校安全の活動は、自ら安全に行動したり、他の人や社

会の安全のために貢献したりできるようにすることを目

指す「安全教育」、子どもたちを取り巻く環境を安全に整

えることを目指す「安全管理」、これらの活動を円滑に進

めるための「組織活動」という３つの主要な活動で構成さ

れている。本調査では、山口県内の特別支援学校を対象に、

安全管理と組織活動にあたる災害安全に関わる校内体制

と防災対応について調査を行った。このため、本調査では、

安全教育にあたる災害安全に関する指導や防災教育の取

組については明らかにしていない。藤井・松本（2014）は、

特別支援学校では防災教育に関わる教材の不足や選択肢

の少なさが課題となっていることを報告している。また、

藤井らは、教材選択や開発については、特に知的障害特別

支援学校で課題視されていることを明らかにしている。

先行研究を概観すると、特別支援学校を対象とした災害

安全や防災についての実践研究や報告（藤井・松本，2014；

和田・池田・池崎・栗林, 2016; 小山・田中・大鶴，2019；

堂蘭，2021；村上，2022）は少ない。災害安全の体制整備

や防災対応といった安全管理とともに各特別支援学校の

特色を生かした防災教育の充実が図られることが期待さ

れる。 

 

付記 

 本稿は、第一著者が令和５年度山口大学教育学部に提

出した卒業論文「特別支援学校における災害安全体制と

地域等との連携による防災対応」を加筆・修正したもので

ある。 
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